
半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、身体障がい者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の補聴器の購

入又は修理に係る費用の一部を助成することにより、当該難聴児の言語習得及び教育における

健全な発達を支援し、もって福祉の増進に資することを目的とする。 

（助成対象児童） 

第２条 助成金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件の全てを満たす１８歳未満の難聴児

（以下「助成対象児童」という。）とする。 

（１）半田市に住所を有していること。 

（２）両耳の聴力レベルが３０デシベル以上で、身体障がい者手帳の交付の対象とならないこ

と。 

（３）補聴器の装用により、言語の習得等一定の効果が期待できると、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５９条第１項の

規定による指定自立支援医療機関の医師又は身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）第１５条第１項に規定する医師（以下「医師」という。）により判断された者であるこ

と。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象児童が労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）そ

の他の法令の規定に基づき、補聴器購入費用の助成を受けている場合は、助成の対象としない。 

（助成対象補聴器等） 

第３条 助成の対象となる補聴器は、補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額の算定等に

関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２８号。以下「告示」という。）別表の１購入基

準（５）その他の表補聴器の項に規定するものをいう。ただし、同項名称の欄及び基本構造の

欄中「高度難聴用」とあるのは「軽度・中等度用」を、同項備考の欄中「重度難聴用」とある

のは「高度難聴用」を含む。 

２ 助成の対象となる修理は、告示別表の３修理基準（５）その他の表補聴器の項に規定するも

のをいう。 

（助成対象経費） 

第４条 助成の対象となる経費は、新たに補聴器を購入する経費、修理に係る経費又は告示別表

に定める耐用年数を経過した後に補聴器を更新する経費とする。 

２ 新たに補聴器を購入する経費を助成する場合においては、同一型式の補聴器につき１回に限

り助成するものとする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、前条の規定により助成金の対象とされた経費の実費と、告示別表に定め



る費用の額の基準とを比較して、いずれか少ない額に３分の２を乗じて得た額（１，０００円

未満切り捨て）とする。 

２ 費用の額の基準の算定は、告示第３項、第４項及び第５項の規定を準用する。 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を希望する助成対象児童の保護者は、半田市軽度・中等度難聴児補聴器購

入費助成金交付申請書（様式第１）に、次に掲げる書類を添付して、市長に申請するものとす

る。 

（１）医師が、助成対象児童の聴力検査を実施した上で交付する半田市軽度・中等度難聴児補

聴器購入費助成金交付に係る意見書（様式第２。以下「医師意見書」という。） 

（２）学校長の意見書（ＦＭ受信機を購入する場合に限る。） 

（３）医師意見書に基づき、半田市補装具費の代理受領に係る補装具業者の登録等に関する要

綱（平成１８年１０月１日施行）に基づき登録された補装具業者（以下「登録事業者」と

いう。）が作成した見積書 

（４）その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出があった場合は、速やかに内容を審査し、交付を決定した

ときは半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金交付決定通知書（様式第３）により、交

付を却下したときは半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金却下決定通知書（様式第４）

により当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定通知をするときは、併せて半田市軽度・中等度難聴児補

聴器購入費助成券（様式第５。以下「助成券」という。）及び半田市軽度・中等度難聴児補聴

器購入費助成金の代理受領に係る請求書兼委任状（様式第６。以下「請求書兼委任状」という。）

を交付するとともに、半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金交付決定連絡書（様式第

７）により登録事業者に通知するものとする。 

（助成金の請求等） 

第８条 前条に規定する交付決定通知を受けた者は、速やかに補聴器の購入又は修理を行い、利

用者負担額を直接、登録事業者に支払うとともに助成金の受領の権限を請求書兼委任状により

委任するものとする。 

２ 前項の規定により委任を受けた登録事業者は、補聴器の価格から利用者負担額を減じた額を

請求書兼委任状に助成券を添えて市長に請求するものとする。 

３ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認める場合は、速

やかに登録事業者に助成金を交付するものとする。 

（返還） 

第９条 市長は、偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた者があるときは、既に支給



した助成金の一部又は全部を返還させることができる。 

（報告） 

第１０条 市長は、助成金の交付に関し必要があると認めるときは、助成金の交付を受け、又は

受けようとする者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。 

（譲渡の禁止等） 

第１１条 この要綱による助成金の交付を受ける権利は、他人に譲渡し、又は担保に供すること

ができない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年６月１日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１２月１日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月２７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１（第６条関係） 

 

半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金交付申請書 

 

  年  月  日  

 

  半田市長 殿 

                   （申請者）（保護者） 

                     住 所 

                     氏 名               

                     助成対象児童との続柄 

                     電 話 

 

 下記のとおり軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金の支給申請（新規購入・修理・更新）を

いたします。 

 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金の支給決定のため、私の世帯の住民登録資料、その他

について、閲覧し、又は各関係機関に調査若しくは照会することを承諾します。 

助
成
対
象
児
童 

氏
ふり

 名
がな

  

住 所  

生年月日 年   月   日 

補聴器の種類  修理部位  

登

録

事

業

者 

名称  

所在地  

電話番号  

添付書類 

１．医師意見書 

２．学校長の意見書（ＦＭ受信機を購入する場合に限る。） 

３．見積書    

４．その他（                   ） 

 

 

 

 



（表） 

様式第２（第６条関係） 

 

半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金交付に係る意見書 

 

助成対象児童氏名
ふ り が な

  生年月日 年   月   日 

住  所  

経過と現在の状況 

 

現在の聴力レベル 右          ｄＢ 左          ｄＢ 

補聴器の必要性 右（□必要    □不要） 左（□必要    □不要） 

補聴器の種類 

 

□高度難聴用耳かけ型 

 

□その他 種類                           

     理由 

 

 

処方における特記事項 

  

 

その他参考と 

なる意見 

 
 

 上記のとおり意見する。 

   年  月  日 

           所 在 地 

           医療機関名 

           医 師 氏 名               

 



（裏） 

意見書記載に当たっての留意事項 

 

1 意見書の記載は、原則、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 59 条第

1 項の規定による指定医療機関の医師(耳鼻咽喉科医)又は身体障害者福祉法第 15 条第 1 項に規定す

る医師(耳鼻咽喉科医)が記載してください。 

 

2 軽度・中等度難聴児の補聴器購入費助成対象は、医師が補聴器装用の必要性を認める 18 歳未満の

児童のうち、身体障がい者手帳の交付対象とならない両耳とも聴力レベルが 30dB 以上の場合となり

ます。 

 

3 聴力測定は純音オージオメーター検査により、聴力レベルは会話音域の平均聴力レベルとし、周

波数 500、1,000、2,000 ヘルツの純音に対する聴力レベル（dB 値）をそれぞれ a、b、c とした場合、

次の算式により算定した数値としてください。 
a+2b+c 

4 
 

4 「処方における特記事項」について 

補聴器の左右を記入してください。両耳装用の場合には、その理由と装用効果等を記載してくだ

さい。交互装用の指示、イヤモールドの作成、骨伝導補聴器の必要性等はこの欄に記載してくださ

い。 

 

5 「その他参考となる意見」について 

無線通信機能を持った補聴器が必要な場合には、この欄に記入してください。その場合には、そ

の理由と装用効果等を記載してください。 

 



様式第３（第７条関係） 

 

半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金交付決定通知書 

 

年  月  日   

 

              様 

 

半田市長       印 

 

年  月  日付けで申請のありました半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成

金について、次のとおり交付決定しましたので通知します。 

助

成

対

象

児

童 

氏
ふり

 名
がな

  

住 所  

生年月日 年   月   日 

交付番号  

補聴器の種類  修理部位  

登

録

事

業

者 

名称  

所在地  

電話番号  

基準額 
見積額 

①＝②＋③ 

利用者負担額 

② 

助成額 

③ 

円 円 円 円 

備  考 

 

 

 



様式第４（第７条関係） 

 

年  月  日  

 

半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金却下決定通知書 

 

 

              様 

 

半田市長        印  

 

 年  月  日付けで申請のありました半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助

成金について、下記の理由により却下することに決定しましたので通知します。 

 

却下の理由 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第５（第７条、第８条関係） 

 

半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成券 

 

 
 

交付番号  交付決定日 年  月  日 

助
成
対
象
児
童 

氏
ふり

    名
がな

  生 年 月 日 年  月  日 

住 所  

保 護 者 氏 名  続 柄  

補聴器の種類  修 理 部 位  

納入業者 

名 称  

所 在 地  

電話番号  

基準額 
見積額 

①＝②＋③ 

利用者負担額 

② 

助成額 

③ 

円 円 円 円 

 

上記のとおり決定する。 

年  月  日 

 

半田市長        印 

 

 

受領年月日 年  月  日 受領者氏名  児童との関係  

備考  



 

様式第６（第７条、第８条関係） 

 

半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金の代理受領に係る請求書兼委任状 

 

半田市長 殿 

 

   年  月  日付けで交付決定を受けた助成金に係る補聴器の引渡しを受け、次のとおり利

用者負担額を支払いましたので、助成金の支払を請求します。なお、その受領の権限を下記の事業者

に委任します。 

 

助成対象児童の氏名  

補聴器の種類・修理部位  

補聴器の価格 

※差額自己負担等、助成の対象とならないものは除く。 円 

利用者負担額 
円 

助成金の請求額 
円 

 

 

年  月  日  

 

請求者兼委任者  住 所                     

     氏 名                     

 

  

上記の受領の権限を受任しました。なお、支払いについては、登録の口座に振り込んでく 

ださい。 

 

         年  月  日 

       住   所                     

受任者   名   称                     

（事業者）  代表者氏名                     

 

（障がい児の保護者） 



 

様式第７（第７条関係） 

 

半田市軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成金交付決定連絡書 

 

年  月  日   

 

              様 

 

半田市長        印  

 

 

 

 

交付番号  交付決定日 年  月  日 

助
成
対
象
児
童 

氏
ふり

    名
がな

  生 年 月 日 年  月  日 

住 所  

保 護 者 氏 名  続 柄  

補聴器の種類  修 理 部 位  

見積額              円 

利用者負担額              円 

助成額              円 

備考  


